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「まち・ひと・しごと創生本部」に対する提案 
 

人口減少社会に対応して地方創生に取り組む「まち・ひと・しごと創生本部」での

戦略の策定に際しては、中央集権的な全国一律の発想ではなく、地方の主体的な取組

を重視し、それを下支えするため、地方目線での方策が立案されることを期待する。 

関西広域連合は、東京一極集中からの脱却を図り、国土の双眼構造への転換による

「この国のかたち」の再構築を念頭に、様々な広域課題に取り組んでおり、このよう

な歩みを進めることこそが地方創生につながる。政府において、地方が自らの実情に

即して主体的に行動できる仕組みをつくるため、関西広域連合は、地方を創生する政

策の方向を明確にし、特に重要と考える施策について、下記のとおり提案する。 

記 

１ 東京一極集中からの脱却  

  東京一極集中からの脱却を図るため、各地域の主体的な取組への支援や国土の双

眼構造への転換等を基本に、関西広域連合は、地方への移住・定住を促進し、関西

圏域の持続可能な地域構造モデルの方向を明確にすることとし、各地域が、適宜、

これを踏まえた魅力ある地域づくりを行っていけるよう、以下の施策を提案する。 

 

【提案施策】 

○人・企業・大学・政府機関の地方分散の促進 

 ・企業の本社機能等の地方への分散配置の促進（東京以外の地方の法人税率の負担

を低くするなど税制上の優遇措置の創設等） 

 ・地域活性化や人口の流出抑制を目的として､府県や市町村が個人住民税及び法人住 

民税を引き下げた場合の国による減収補填 

 ・試験研究機関、研修機関等の政府機関の積極的な地方への移転 

・首都圏の大学、試験研究機関等の地方移転に対する支援制度の創設 

（工学系、農学系など地方に研究資源が豊富にある分野の首都圏大学キャンパス

の地方移転や地域課題の解決を命題とした学部の新設、首都圏と地方圏の大学

の単位互換制度の導入（包括協定等）等） 

○国土の双眼構造への転換の促進 

 ・リニア中央新幹線東京～大阪間の全線同時開業への支援 

 ・関西の首都中枢機能のバックアップ拠点への位置づけ 

 ・関西の空港や港湾の相互連携、空港・港湾と主要都市をつなぐ高規格幹線道路等

の整備によるミッシングリンクの解消、阪神都市圏の高速道路の料金体系一元化、

未整備地域への新幹線など高速鉄道網の整備等の促進 

○圏域特性を活かした活性化への支援 

・現行の「特区制度」や「提案募集方式」を進めた大胆かつ柔軟な規制・制度改革 

・地方を支える高い技術を有する中小企業を育成するため、国による積極的な科学

技術開発支援の拡充 

・巨大地震に備えた津波避難困難地域解消のための高台移転などの地域改造等、災

害に強いまちづくりへの支援 

・外国人観光客向け基盤整備への支援（医療通訳、多言語表記、消費税免税制度の

充実） 
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＜基本的な考え方＞ 

（１）首都圏への人口流出を食い止める各地域の主体的な取組への支援 

東京一極集中からの脱却を図るには、地方主導で国土構造を変えていくことが必

要である。人口の地域的偏在に対して、各地方自治体は、各地域が主体的に地域活

性化に取り組むような仕組を、政策的に構築する。 

国は、これらに対し効果的な支援を行うことや、各地域の競争力の向上による繁

栄及び格差是正などの環境づくりに努めること 

 

（２）効率性、経済性から心の豊かさを追求する成熟社会のモデルへの支援 

人口減少社会では、各地域は東京の経済力をもとに繁栄させるといったピラミッ

ド型の考え方、効率性、経済性のみを重視する成長モデルからの転換が問われてい

る。関西は、都市と農山漁村が近接する特徴を有する日本の縮図と言える。 

これまでの成長モデルとは異なる人々の心の豊かさを重視する新たな成熟社会の

モデルを想定し、支援制度を構築すること 

 

（３）国土の双眼構造への転換と圏域特性を活かした活性化への支援 

  国は、主体的に国土の双眼構造への転換を図るとともに、地域資源などを活かした

観光・文化の振興、地域の支えとなる技術力のある中小企業の育成など、各々の圏

域の特性を活かした活性化の取組を促進する規制・制度改革を実現すること 

 

（４）首都圏の機能の地方分散 

首都圏に集中する企業や大学等の地方分散を促進するとともに、試験研究機関や

研修機関など、政府機関の積極的な地方への移転を促進すること 

 

＜関西広域連合が企画・調整する政策の方向＞ 

  －地方への移住・定住支援－ 

  ○ 東日本大震災以降高まりを見せる若者の田園回帰志向、さらに高齢者の都

心回帰や田園回帰志向などを踏まえ、二地域居住や世代に応じた移住など居

住の流動性を高めるモデルを提示する。 

  ○ 大都市・拠点都市、ニュータウン、多自然地域ともに、高齢者、生産年齢、

年少人口のバランスのとれた地域の中で、多世代が交流する持続可能な地域

構造モデルを提示する。 

  －新首都「関西」の実現－ 

  ○ リニア中央新幹線東京～大阪間の全線同時開業、首都機能バックアップ拠

点の関西への位置づけなど、国土の双眼構造への転換を先導する。 

  ○ 世界的に価値のある歴史・文化遺産、地域固有の資源などを活かした観光・

文化の振興、産業基盤の強化による中小企業等の競争力強化、高度専門人材

の確保・育成を促すしくみの構築など、圏域特性を活かした活性化の取組を

先導する。 
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２ 地域活力の再生  

  地域活力の再生を図るため、都市の戦略的形成や多自然地域での心豊かなライフ

スタイルモデルへの支援を基本に、関西広域連合は、高齢化が進むニュータウンや

人口減少が著しい多自然地域等における地域構造とライフスタイルモデルの方向を

明確にし、各地域が、適宜、これを踏まえた魅力ある取組を行っていけるよう、以

下の施策を提案する。 

 

【提案施策】 

○地域活力の再生に対する総合的な支援 

 ・住民が主体的に取り組む地域活性化への支援制度の創設 

（住民主導による土地利用等の計画策定やアンテナショップの開設など都市と

の交流事業等の具体取組への助成、地域づくり協力隊の充実など人的支援等） 

 ・二地域居住など高齢者の多様な住まい方と子育て世代への住宅提供、さらに子育

て世代への経済支援等につながる「リバースモーゲージ制度」活用時の資産価値

の下落等のリスクに対する公的保障制度の創設 

○大都市・拠点都市の戦略的な形成への支援 

 ・再開発ビルの建設・改修や入居を支援する税制度等の充実 

 ・ニュータウンの再生に関する支援制度の創設 

（多様なサービスの提供主体の活動拠点となる施設整備・改修に関する規制緩和等） 

○多自然地域での心豊かな暮らしへの支援 

 ・個人の希望に応じた若者、高齢者のＵＩＪターン等地方への移住・定住に対する

支援制度の充実 

 ・空き家の改築等に対する支援制度の創設や空き家の適正管理等を促す税制上の措 

置等 

 ・公衆無線ＬＡＮ環境や光ファイバーケーブルの整備 

 ・公共交通のネットワークの構築、維持、高度化への支援制度の充実 

 ・都市部との教育環境格差是正のための支援制度の創設 

 ・地方におけるテレワークやサテライトワークといった新しい働き方の事例提供と

支援策の構築 

 ・地方での新たなチャレンジを支援するための創業支援制度の創設 

 ・新規就農者等への住居、農地、施設・機械等を貸与する支援策への助成制度の創

設 

 ・植物検疫条件の早期合意など、農林水産物の輸出拡大に向けた取組の推進 

 ・特産品の６次産業化・ブランド化の推進に対する支援制度の充実 

 ・魅力ある林業の展開・人材育成に対する支援制度の拡充及び森林整備加速化・森

林再生事業の拡充 

 ・既存の過疎、半島振興等の条件不利地域の振興策の強化（交付金及び起債制度の

充実） 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

＜基本的な考え方＞ 

（１）暮らしを支え経済を持続可能にする大都市及び拠点都市の戦略的形成への支援 

大都市は、2050 年までに他地域よりも急速な高齢化の進行、高度経済成長期に整

備したインフラの一斉更新などの多様な課題に向き合う必要がある。 

人々の暮らしを支え、経済を持続可能にする大都市や拠点都市を戦略的に形成す

るため、各都市特有の需要に応じた支援制度を構築すること 

 

（２）多自然地域での心豊かな暮らしを実現するライフスタイルモデルへの支援 

地域活力の再生には、田園回帰志向の高まりを捉え、田舎暮らしを希望する者の

移住促進、多自然地域で豊かに安心して暮らせる地域づくりの推進といった視点が

重要である。 

人口減少社会における新たなライフスタイルモデルの実現に対する支援制度を構築

すること 

 

＜関西広域連合が企画・調整する政策の方向＞ 

  －大都市・拠点都市の戦略的形成－ 

  ○ 東京圏の各企業の関西への移転を支援するため、大阪、京都、神戸という

３大都市の連携と分担のもと、世界屈指の科学技術基盤や世界的な大学・研

究機関などを活用し、グローバルな視点で、関西経済の活性化に取り組むし

くみを提示する。 

  ○ 一定の時期に一定の階層を集めたニュータウンで激増する高齢者の志向を

踏まえた多様な住まい方を支援し、居住地の選択と集中も視野に、多世代が

交流する地域構造とライフスタイルモデルを提示する。 

  －多自然地域での心豊かな暮らし－ 

  ○ 効率性のみに着目した画一的な中心地域へ居住地集約的手法を選択せず、

交流を通じ、各地域の集落が持つ多様な意義を見出すことに着目する。 

    各地域が、地域資源を磨き、都市との交流を深めるなかで実現される都市

からの移住を起爆剤に、魅力ある集落をネットワークでつなぎ、6次産業化等、

ローカルな視点で地域経済の活性化に取り組む多自然地域の地域構造とライ

フスタイルモデルを提示する。 

（ライフスタイルモデル例） 

 ・ 豊かな自然に恵まれた多自然地域において、ＩＣＴの発展を背景に都市並

みの生活をし得る基盤が整うことから、若者をはじめとした人々が、ゆった

りと子育てをしながら、６次産業化やＩＣＴを活用した企業活動に取り組む。 

 ・ 元気な高齢者が、自らの選択に基づき、菜園付住宅や貸し農園などを活用

し、健康長寿や災害時対応につながるような自然と共生した暮らしを営む。 
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３ 少子化対策の抜本強化及び多様な主体が活躍できる社会の構築  

  少子化対策の抜本強化等を図るため、国・地方が総力を挙げるとともに、コミュ

ニティ再構築への支援や女性をはじめ、多様な主体の社会参加や若者の就業支援へ

の基盤づくりを基本に、関西広域連合は、ライフステージごとに切れ目のない少子

化対策とコミュニティ再構築のしくみの方向を明確にし、各地域が、適宜これを踏

まえた魅力ある取組を行っていけるよう、以下の施策を提案する。 

 

【提案施策】 

○ライフステージごとの一貫した切れ目のない支援制度の充実 

 ・地域の実情とライフステージに応じた、思い切った子育て負担軽減策の実施 

  （学校教育の充実、地方が独自に取り組む結婚支援策や周産期医療体制の整備、

地域ぐるみの多様な子育て支援、仕事と育児の両立支援等） 

 ・「地域少子化対策強化交付金」の大幅増額及び対象要件の緩和並びに恒久的制度の

確立 

 ・３人以上の子どもを持つ世帯に対する負担軽減（幼児教育・保育料無料化等） 

 ・小規模放課後児童クラブへの支援の充実（補助制度にある人数要件の撤廃等） 

○コミュニティ再構築への支援 

 ・防災、介護、生活支援、子育て支援、都市・農山漁村交流、移動支援等のコミュ

ニティが担う多様なサービスをワンストップで提供する「地域づくり主体」の立

ち上げ及び運営に対する総合支援制度の創設 

  （初期投資や安全・安心サービスの提供など公共的な要素が強いサービス運営

への重点的な財政支援、高齢者による高齢者への生活支援や地域づくり協力

隊の充実などの人的支援） 

○超高齢社会への対応 

 ・ＩＣＴを活用した高齢者が安心して住める環境づくりへの支援制度の充実 

  （遠隔医療システムの整備、ＩＣＴ利用による高齢者の位置確認、地上デジタ

ル放送や情報通信基盤の利活用に加え､マイナンバーなども活用した災害情

報システムの整備等） 

 ・ＩＣＴを活用した高齢者の働く場の充実 

 ・地域別、診療科別需給状況等、都道府県ごとの地域実情を踏まえた医学部入学定

員増など、国の責任による医師の適正な配置がなされる仕組みの構築 

 ・医療提供体制の地方への権限移譲 

  （地域の実情に応じた病床の確保に関する権限、健康保険法及び国民健康保険

法に基づく保健医療機関の指定・指導権限） 

・地方への移住を希望する都市の高齢者に対応できる制度の充実（介護保険「住所

地特例」の拡大等） 

○多様な主体の社会参加・就業支援の基盤整備への支援 

 ・女性や高齢者が働く環境の基盤整備や若者をスポイルしてしまう採用システムの

見直しなどの推進 

 ・地域における男女共同参画社会に向けた風土づくりや、長時間労働の是正などの

ワーク・ライフ・バランスの推進をはじめ、仕事と子育てなどの家庭生活を両立

できる仕組づくりについて地域の実情に合わせた施策展開を継続的に支援するた

めの「日本の未来を創る女性活躍応援基金」の創設 
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＜基本的な考え方＞ 

（１）少子化対策の抜本強化 

  少子化の問題は、すでに多くの地方において顕著に現れており、このままでは近

い将来、地方の多くが消滅しかねない。若い世代が安心して結婚し子育てのできる

環境整備を早急に講じなければならない。 

今こそ、思い切った政策を展開し、地方とともに総力を挙げて少子化対策の抜本

強化に取り組むこと 

 

（２）コミュニティ再構築への支援 

コミュニティを再構築することは、人口減少社会下の重要な戦略であるが、女性

や若者が大都市へ流出し、人々が疎に暮らす地域や、急速な高齢化により独居高齢

者が増加する地域においては難しい。 

高齢者介護や生活支援サービス、元気な高齢者の社会参加、子育て支援、若者の

就業支援の仕組の具体的な方向、働き方の見直しによる現役世代の地域コミュニテ

ィへの参加促進など、コミュニティ再構築について、支援制度を構築すること 

 

（３）女性、高齢者、障がい者の社会参加及び若者の就労支援に対する基盤整備への支援 

人口減少に立ち向かい、地域の活力を高めていくためには、女性、高齢者、若者、

障がい者等が社会を支える役割を担うことが重要である。 

女性、高齢者、障がい者の社会参加及び若者の就労支援に対する基盤整備への支援を講

じること 

 
＜関西広域連合が企画・調整する政策の方向＞ 

  －ライフステージごとに切れ目のない支援－ 

  ○ ３人目を産み育てることのできる環境づくりを視野に入れ、ライフステー

ジごとに幸せな家庭生活を描けるシームレスで総合的な支援のしくみを提示

する。 

  －キーパーソンを中心としたコミュニティの再構築－ 

  ○ 地域内外にネットワークを有するキーパーソンを中心に、行政、民間、住

民が参画・協働し、既存の組織とも連携した地域づくりを実施するワンスト

ップ組織を確立し、地域の目標を掲げ、持続的に運営することによって、コ

ミュニティが再構築されるしくみを提示する。 
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４ 地域の施策を支援する仕組みづくり  

  地域の施策を総合的に支援する仕組みについて、以下の施策を提案する。 

 

【提案施策】 

○地域再生を総合的に支援する制度の創設 

 ・自由度の高い特別な地方債「地域再生事業債（仮称）」の発行とその元利償還金に

対する交付税措置を行う制度の創設 

 ・地方目線に立った自由度の高い交付金「まち・ひと・しごと創生推進交付金（仮

称）」の創設 

○地方の声を反映させる仕組みづくり 

・地方の意見､提案を積極的に政策に取り入れるための仕組みの創設 

 

＜基本的な考え方＞ 

（１）地方創生を推進する自由度の高い財政支援策の創設 

地方創生を推進するためには、地域がそれぞれの実情に即した施策を効果的に実

施する必要があることから、地方にとって自由度の高い財政支援策を講じること 

 

（２）地方の声を反映させる仕組みづくり 

地方創生を推進するためには、地域の多様なニーズに対応できる施策展開が必要

であることから、地域の活性化に取り組んでいる地方の取組を十分に踏まえること 
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                関西広域連合 
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